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ウ） 国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開 

（中期目標） 

（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の基盤的な研究開発等を通じて得られ

た重要な成果については、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に

容易に活用しうる形態によりとりまとめること。 

また、成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での

論文掲載、成果発表会、メディアへの発表を通じて技術者のみならず広く国民への情報発

信を行い、外部からの評価を積極的に受けること。併せて、成果の電子データベース化や

インターネットの活用により研究開発の状況、成果を広く提供すること。 

（中期計画） 

プロジェクト研究をはじめとする重要な研究については、公開の成果発表会の開催、メ

ディアへの発表を通じ、積極的に技術者のみならず国民向けの情報発信を行う。また、研

究所の研究成果発表会、講演会等を開催し、内容を充実させ、国民との対話を促進する。

さらに研究開発の状況、成果を中期目標期間内のできる限り早期にインターネットの活用

等により電子情報として広く提供する。インターネットによる図書検索・論文検索システ

ム及びレファレンスサービスを充実することにより一層の利便性向上を図る。 

特に、積雪寒冷に適応した社会資本整備に係わる研究開発成果については、その他の活

用可能な地域に対する普及のための活動を積極的に実施する。 

また、一般市民を対象とした研究施設の一般公開をつくばと札幌においてそれぞれ年１

回実施するとともに、その他の構外施設等についても随時一般市民に公開するよう努め

る。 

研究開発された新たな工法や設計法、調査法、装置、材料等については、毎年度、技術

の内容等を検討し、適用の効果や普及の見通し等が高いと認められるものを、重点的に普

及を図るべき技術として選定するとともに、効果的な普及方策を立案して戦略的に普及活

動を展開する。 

（年度計画） 

 プロジェクト研究をはじめとする重要な研究や研究所の刊行物については、その成果を

ホームページ上で公表する。また、主要な研究成果等については積極的にメディア上への

情報発信を行うとともに、公開可能な実験等についても適宜記者発表することにより外部

へアピールする。 

 研究所講演会等の研究成果報告会については、専門家だけでなく一般にも分かりやすい

講演となるよう内容を吟味し、東京と札幌において実施する。 

 科学技術週間（４月）、国土交通 Day（７月）、土木の日（１１月）等の行事の一環等

により、一般市民を対象とした研究施設の一般公開をつくばと札幌において実施する。ま

た、ホームページ上で一般市民向けに、研究活動・成果を分かりやすく紹介する情報発信

を行う。 
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研究開発された新たな工法や設計法、調査法、装置、材料等の新技術については、適用

の効果や普及の見通し等が高いと認められるものを、「重点的に普及を図るべき技術」と

して選定するとともに、効果的な普及方策を検討・整理する。それらに基づき、講演・展

示技術相談を行う新技術ショーケースを東京、北海道及び他の地域において共同研究者の

参画も得て開催するのをはじめ、普及のための活動を積極的に実施する。 

 

■ 年度計画における目標設定の考え方 

刊行物やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、講演会、技術情報の提供・共有、見学会や講演会による技術移転、一

般市民を対象とするｲﾍﾞﾝﾄ等の催事開催、ﾒﾃﾞｨｱへの情報発信を通じて、研究成果の周知や研

究所に対する理解が得られるよう取り組むこととした。 

 

■ 25年度における取組み 

1.  ﾒﾃﾞｨｱ等を通した情報発信 

1.1  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを利用した研究成果の公表 

1.1.1 土木研究所資料等の刊行物の公表 

土木研究所の研究成果の周知・普及を目的として、土木研究所資料をはじめとする刊行物

（表-1.3.12）をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で全文を公開するとともに、主要な研究課題であるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究

および重点研究についてはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究報告書としてﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で公開した。さらに、ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄ研究および重点研究を除く終了した研究課題についても、土木研究所成果報告書としてﾎ

ｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で公開した。 

 
表-1.3.12 25年度土木研究所刊行物 

刊行物の名称 概要 

土木研究所資料 土木研究所が実施した研究の成果普及・ﾃﾞｰﾀの蓄積を目的とし

て、調査、研究の成果を総合的にとりまとめて、計 19 件の土

木研究所資料を発刊するとともにﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で公開した。 

共同研究報告書 土木研究所が実施した共同研究の成果普及を目的として、共同

研究の成果を総合的にとりまとめて、計 5 件の共同研究報告

書を発刊するとともにﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で公開した。 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究報告書 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究の研究成果の普及を目的として、16 件のﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ研究と 58 件の重点研究について、研究成果をとりまとめﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞで公開した。 

土木研究所成果報告書 終了した研究課題の成果普及を目的として、24 年度に終了し

たﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究および重点研究を除く 22 件の研究課題につい

て、その研究成果をとりまとめてﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開した。 

寒地土木研究所月報 北海道の開発の推進に資することおよび寒地土木研究所に対

する理解を深めてもらうことなどを目的として、寒地土木研究

所の研究成果や研究活動等を紹介するものであり、計 13 号を

発刊するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにも掲載した。 
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1.1.2ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上での情報発信 

○土研 WEB ﾏｶﾞｼﾞﾝの発信 

Web ﾏｶﾞｼﾞﾝは、土木研究所の研究成果や活動を広く一般向けにｱﾋﾟｰﾙする広報活動の一環と

して、平成 19年 10月からﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で発行しており、25年度は第 32号から第 35号を発行

した。また、海外向けの情報発信を強化するため、引き続き Web ﾏｶﾞｼﾞﾝを翻訳し、英語版を

発行した。 

○北の道ﾘｻｰﾁﾆｭｰｽの発信 

平成 15 年 10 月に発行を開始した「北の道ﾘｻｰﾁﾆｭｰｽ」は、寒地道路技術の情報発信基地を

目指して、行政や民間企業、大学等の専門技術者等へ研究･調査成果等の最新情報を毎月提供

するﾒｰﾙﾆｭｰｽで、関連する会議、ｾﾐﾅｰ等の案内等も含め道内、国内、海外の話題を幅広く情報

発信している。 

また、平成 16 年１月に北海道の道東地方を襲った豪雪の教訓等を踏まえ、吹雪･雪崩・路

面管理等の道路雪氷対策に関わる技術者、研究者等が連携･協力して、技術ﾚﾍﾞﾙの向上と問題

解決型の技術開発が推進できるよう「道路雪氷ﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄ」を開設した。以来、道路雪氷関係

者の貴重な意見交換の場として発展し、現在の登録者は、337 名で、気軽な技術相談、問い

合わせ、講習会等の各種催しの案内等に幅広く活用されている。 

○寒地土木技術情報ｾﾝﾀｰからの発信 

寒地土木研究所では内外の研究者や技術者に対して寒地土木技術の研究情報ｽﾃｰｼｮﾝとして

の役割を果たすために、寒地土木技術に関する研究情報の提供、管理等を行う機関として寒

地土木技術情報ｾﾝﾀｰを所内に設置し､研究成果の発信に加え、112,287冊の蔵書の管理・貸出

等を行っている。これらの蔵書や発表論文に関する情報等はｲﾝﾀｰﾈｯﾄで公開をしており、25

年度の論文検索ｱｸｾｽ数は、16,505件であった。 

○その他の情報発信 

土木研究所の刊行物として、「雪崩・地すべり研究ｾﾝﾀｰたより」(第 65～67号発行)、「ICHARM 

NEWS LETTER」(第 28～31号発行)及び「CAESAR NEWSLETTER」(第 9～10号)を刊行した。 

 また、「土木技術資料」((財)土木研究ｾﾝﾀｰ発行、月刊誌)の監修を行い、当所が関係するも

のとして 48件の報文が掲載された。 

 

1.2  ﾃﾚﾋﾞ、新聞等を利用した研究成果の公表 

1.2.1新聞等への掲載 

土木研究所の研究成果・技術情報について、記者発表やｲﾝﾀｰﾈｯﾄを活用し、積極的な情報発

信を行った。25年度に行った報道記者会への発表は 43件（24年度は 39件）であった。 

このうち、社会問題として顕在化しつつある社会ｲﾝﾌﾗへの強靱化・効率化等に資する研究

開発を協力に推進することにより、社会へ貢献することを目的として、（独）物質・材料研究

機構と包括的連携協定を締結の際には、連携協定に関する概要説明や、具体的なｼｰｽﾞ技術に

関する研究室の見学会の場を設けるなど、土木研究所の取り組みの周知に努めた。 
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その他、一般的関心度の高いと考えられる研究成果や活動については、記者懇談会を通じ

ての情報発信を行った。 

また、技術支援や助言等を行うため、災害発生時に現場へ職員を派遣し、その調査状況に

関する模様が新聞やｳｪﾌﾞｻｲﾄ等に多数掲載された。 

例として、平成 25 年 4 月 23 日に静岡県浜松市天竜区で発生した地すべりに対して、地す

べりﾁｰﾑが現地調査を行い、その調査活動やｺﾒﾝﾄが 4 月 24 日、25 日に中日新聞、日本ﾃﾚﾋﾞ、

産経ﾆｭｰｽのｳｪﾌﾞｻｲﾄに、5月 17日の静岡新聞のｳｪﾌﾞｻｲﾄに掲載された。 

平成 25 年 4 月 23 日に京都府京丹後市大宮町で発生したﾄﾝﾈﾙ崩落事故に対して、ﾄﾝﾈﾙﾁｰﾑ

が現地調査を行い、その調査活動やｺﾒﾝﾄが 4月 25日の毎日新聞、読売新聞、朝日新聞、産経

新聞に掲載された。 

平成 25 年 10 月 16 日に東京都大島町で発生した土砂災害に対して、火山・土石流ﾁｰﾑが現

地調査を行い、その調査活動やｺﾒﾝﾄが同日の産経ﾆｭｰｽに取り上げられた。 

平成 25年 4月 7日に札幌市南区の中山峠付近の国道 230号で発生した盛土崩壊に際し、防

災地質ﾁｰﾑの融雪による土砂崩れの要因についてのｺﾒﾝﾄが平成 25 年 4 月 9 日の北海道新聞に

掲載された。 

また、北海道内において道の駅が設置されてから 20 年を迎えたことから、道の駅の現状や

課題について地域景観ﾕﾆｯﾄからのｺﾒﾝﾄが平成 25年 4月 18日の読売新聞の他、同 5月 18日の

北海道新聞に掲載された。さらに、5月 25日の北海道新聞の色刷り 2面にわたる道の駅の特

集記事の中で地域景観ﾕﾆｯﾄのｺﾒﾝﾄが「『休憩・情報・連携』三つの機能を生かした交流による

地域振興を」との見出しで掲載された。なお、同記事は教材として北海道新聞から北海道内

の全ての小学校（1147校）に配布された。 

雪氷ﾁｰﾑが研究開発した「吹雪の視界情報」の 12月１日からの運用開始とｽﾏｰﾄﾌｫﾝへの注意

喚起ﾒｰﾙの自動配信ｻｰﾋﾞｽなど新たな取組の開始について、平成 25 年 12 月 2 日の読売新聞、

同 12 月 12 日の朝日新聞などに掲載された他、同 12 月 11 日に共同通信社から全国に配信さ

れた。 

平成 25年 3月に道東で起きた暴風雪による 9名の死亡事故から 1年目の冬を迎えることか

ら、11 月から 3 月まで暴風雪にどう備えるべきかについて、雪氷ﾁｰﾑへ取材が集中したとこ

ろ、同ﾁｰﾑが行った暴風雪の被害を防ぐために必要なことや二つ玉低気圧の特徴等についての

ｺﾒﾝﾄが平成 25 年 11 月 27 日の北海道新聞、12 月 27 日の朝日新聞、3月 2 日及び 7 日の毎日

新聞に掲載された。また、寒地土木研究所が札幌管区気象台、北海道開発局及び北海道と連

携し作成したﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ「暴風雪に備える」の紹介が平成 26年１月 31日の北海道新聞、読売新

聞などに掲載された。 

平成 26 年１月 30 日に寒地土木研究所が主催し白老町で開催した「技術者交流ﾌｫｰﾗﾑ in 白

老」で実施された遠隔操作による４ﾄﾝのｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸを砂防堰堤ｽﾘｯﾄ前に積み上げる作業など

「無人化施工の現場見学会」の模様が平成 26年 2月 3日の苫小牧民報に掲載された。 

また、ｲﾝﾌﾗの老朽化問題が注目を受け、CAESARの活動が 5月 9日の毎日新聞、6月 18日の

茨城新聞、8月 30日の毎日新聞に掲載された。 
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その他、寒地交通ﾁｰﾑが平成 26 年 2 月 26 日につくば市で行った一般道路用の「ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ

式防護柵衝突試験」について、大型貨物車をﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵に衝突させ車両の逸脱防止性

能などを確認する公開実験の模様が平成 26年 2月 27 日の茨城新聞に掲載された。 

 

1.2.2 ﾃﾚﾋﾞでの放映 

土木研究所の研究成果等に関するﾃﾚﾋﾞの放映件数は、25 年度は 51 件（平成 24 年度は 39

件）であった。 

主な放映内容としては、平成 25 年 4 月 23 日に静岡県浜松市天竜区で発生した地すべりに

対して、地すべりﾁｰﾑが行った現地調査（ﾃﾚﾋﾞ朝日、日本ﾃﾚﾋﾞ、ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ）や、同じく平成 25

年 4 月 23 日に京都府京丹後市大宮町で発生したﾄﾝﾈﾙ崩落事故に対して、ﾄﾝﾈﾙﾁｰﾑが行った現

地調査（NHK、KBS京都）の模様がそれぞれ取り上げられた。 

その他にも、ｲﾝﾌﾗの老朽化問題が取り上げられ、特に CAESAR の活動が 6 月 4 日の TBS、9

月 18日のﾃﾚﾋﾞ東京、3月 2 日のﾃﾚﾋﾞ朝日等で放送された。 

また、融雪に伴って、道路の凹凸などの損傷が目立ちはじめ、一般市民の関心の高まりを

背景に NHK 札幌放送局から「ﾈｯﾄﾜｰｸﾆｭｰｽ北海道」の生中継のｺｰﾅｰでの放送について協力依頼

があり、平成 25 年 4 月 3 日に第 1 実験棟の舗装研究室から寒地道路保全ﾁｰﾑが行った舗装材

料の紹介と説明、実験装置の作動、ｱｽﾌｧﾙﾄ製作の模様等が生放送された。また、平成 26年の

融雪期にも同局から道路の損傷のﾒｶﾆｽﾞﾑについての取材があり、同ﾁｰﾑが行ったﾎﾟｯﾄﾎｰﾙの発

生要因についての説明内容が平成 26年 3月 20日の「ﾈｯﾄﾜｰｸﾆｭｰｽ北海道」で放送された。 

平成 25年 4月 7日に札幌市南区の中山峠付近の国道 230号で発生した盛土崩壊に際し、防

災地質ﾁｰﾑの融雪による土砂崩れの要因についての説明が平成 25年 4月 15日の札幌ﾃﾚﾋﾞ放送

（日本ﾃﾚﾋﾞ系列）の「どさんこﾜｲﾄﾞ 179」で放送された。また、同ﾁｰﾑが上記災害現場に直接

出向き、土砂災害の要因等について説明した内容が 5 月 13日の同番組において放送された。 

NHKからは防災に関して北海道内の視聴者への注意喚起放送（防災ｽﾎﾟｯﾄ放送）に対する協

力依頼があり、融雪期の 4 月～5 月にかけては、防災地質ﾁｰﾑ・寒地河川ﾁｰﾑが説明した土砂

崩れや河川増水に関する注意点等についてが、また、12月から 3月にかけての冬期間におい

ては、雪氷ﾁｰﾑ・寒地機械技術ﾁｰﾑが協力した暴風雪への備えや車が雪に埋もれた場合の注意

点等についての説明がﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵの番組間の告知ｺｰﾅｰ（1分間）で繰り返し放送された。 

降雪の時期を迎えるに当たって、平成 25 年 3 月の暴風雪の被害を受けて見直しを図った、

雪氷ﾁｰﾑの「吹雪の視界情報」への取材が集中した。雪氷ﾁｰﾑの「猛吹雪の予想されるときに

不要不急の外出を控えるなどの判断に利用してもらいたい」とのｺﾒﾝﾄとともにﾒｰﾙ配信の取組

を新たに開始することが平成 25 年 11 月 6 日の NHK のお昼のﾆｭｰｽと夕方の「ﾈｯﾄﾜｰｸﾆｭｰｽ北海

道」で放送された。 

「吹雪の視界情報」のﾒｰﾙ配信の開始の他、暴風雪への備えについては、12 月 2 日の札幌

ﾃﾚﾋﾞ放送の「どさんこﾜｲﾄﾞ 179」、12 月 3 日の北海道ﾃﾚﾋﾞ放送（ﾃﾚﾋﾞ朝日系列）の「ｲﾁｵｼ！」

で雪氷ﾁｰﾑの説明が放送された。また、12 月 4 日の北海道放送（TBS 系列）の「今日ﾄﾞｷｯ！」

では、雪氷ﾁｰﾑの説明の他、11月 27日に開催された寒地道路連続ｾﾐﾅｰの模様とともに寒地機
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械技術ﾁｰﾑの「吹雪時に車内での待機の際、一酸化炭素濃度上昇に危険」についての説明が放

送された。 

「吹雪の視界情報」や暴風雪への備えについての雪氷ﾁｰﾑの説明は 12月 30日の北海道ﾃﾚﾋﾞ

放送の年末特集番組、1 月 22 日の北海道ﾃﾚﾋﾞ放送の「ｲﾁｵｼ！」、1 月 28 日の北海道文化放送

（ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ系列）でも放送された。また、寒地機械技術ﾁｰﾑが行った車の中の一酸化炭素濃度

に関する説明と提供した実験時の写真が 1月 22日の北海道ﾃﾚﾋﾞ放送の「ｲﾁｵｼ！」で放送され

た。 

関東甲信地方が大雪に見舞われた際には、北海道文化放送での雪氷ﾁｰﾑの「吹雪の視界情報」

に関する説明の放送内容が 2月 10日のﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞのお昼のﾆｭｰｽ「FNN ｽﾋﾟｰｸ」でも全国放送され

た。 

寒地機械技術ﾁｰﾑが北海道ﾃﾚﾋﾞ放送のﾆｭｰｽで行った車の中の一酸化炭素濃度に関する説明

と提供した実験時の写真が平成 26 年 2 月 19 日のﾃﾚﾋﾞ朝日の「ｽｰﾊﾟｰ J ﾁｬﾝﾈﾙ」で、さらに同

ﾁｰﾑの同様の説明が平成 26 年 2月 22日の TBSの「ｻﾀﾃﾞｰずばｯと」で平成 26年 3月 20日にそ

れぞれ全国放送された。 

 一方、平成 26 年 1 月 18 日には NHK 札幌放送局制作の防災ﾗｼﾞｵ特集「命を守るために～暴

風雪に備える」（１時間 45 分間の生放送番組）において、雪氷ﾁｰﾑが行ったｽﾀｼﾞｵでの説明と

石狩吹雪実験場で行われた雪に埋もれた車の屋外実証実験の模様が現場中継された他、暴風

雪など災害時における道の駅の防災施設としての機能や活用等について地域景観ﾕﾆｯﾄが行っ

た説明が生放送された。 
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コラム 道路利用者への普及が進む吹雪の視界情報 

 積雪寒冷地の冬期道路では、吹雪によ

る交通障害がしばしば発生するため、防

雪柵等の吹雪対策施設の整備が行われて

います。近年、急激に発達した低気圧の

影響により、今まで吹雪の発生が少なか

った地域でも、吹雪による交通障害が起

きるようになり、吹雪対策施設による対

応が困難な状況も発生しています。 

 こうした状況では、吹雪に関する最新

の情報を伝えることにより、吹雪時の道

路利用者の行動判断を支援することが、

極めて重要と考えられます。 

 寒地土木研究所雪氷ﾁｰﾑでは、気象ﾃﾞｰ

ﾀから視程を推定する技術を開発し、ｲﾝﾀ

ｰﾈｯﾄｻｲﾄ「吹雪の視界情報」で、概ね市町

村単位の視界不良の現状と予測の情報提

供を行うこととしました。25年度は、近

年急速に普及が進むｽﾏｰﾄﾌｫﾝ向けの情報

提供ｻｲﾄを公開し、移動中の道路利用者の

利便性向上を図るとともに、視界不良に

関するﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽを開始しました。 

 平成 25年 3月の暴風雪災害から一年を

経て、市民向けの防災情報としてﾃﾚﾋﾞや

ﾗｼﾞｵ、新聞報道等で広く紹介され、（33

件）、一日あたりの最大ｱｸｾｽ数は 24年度

冬期の約 6,000件/日から、25年度冬期

には約 11,000件/日と大幅に増加し、ま

すます多くの方々に活用されています。 

 

 

 

 

 

 

  図-2 予測情報提供後のｱｸｾｽ数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

    図-1 吹雪の視界情報 

  （上から「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｲﾄ」、「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ版」、「ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ」） 
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コラム NHKによる防災ｽﾎﾟｯﾄ放送への協力 

NHK では昨今、災害に備え防災関連の放送に力を入れていることから、同札幌放送局から北海

道民向けに注意喚起を行うためのﾃﾚﾋﾞとﾗｼﾞｵの防災ｽﾎﾟｯﾄ放送（番組と番組の間の約１分間の告知

ｺｰﾅｰ）（ﾃﾚﾋﾞは「防ｻｲくんがゆく」）へ協力依頼がありました。この依頼に対して寒地土木研究所

では、防災地質ﾁｰﾑ、寒地河川ﾁｰﾑ、雪氷ﾁｰﾑ、寒地機械技術ﾁｰﾑが取材に応じ、番組づくりに協力

しました。なお、雪氷ﾁｰﾑがﾃﾚﾋﾞ向けに行った説明は NHK のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上の防災ｻｲﾄでも 3種類の動

画により冬期間公開されました。 

１ 融雪期の土砂災害・河川増水に対する注意点等について 

平成 25年 4月 19日に収録が行われ、防災地質ﾁｰﾑは融雪期の土砂災害のﾒｶﾆｽﾞﾑ、前兆を見

分けるﾎﾟｲﾝﾄ等について、また、豊平川の河川敷地では寒地河川ﾁｰﾑが融雪期の河川増水の特

徴、河川敷での注意点等について説明し、4 月から 5 月末までの間、ﾃﾚﾋﾞで 23 回放送され、

効果的な注意喚起に貢献しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 冬期間の暴風雪に対する備え等について 

  雪氷ﾁｰﾑの上席研究員が NHK札幌放送局の暴風雪研究会に招かれて同局のｱﾅｳﾝｻｰを対象に

暴風雪の特徴や備えなどについて講師を務めました。また、平成 25年 11月 29日に石狩吹雪

実験場において収録が行われ、雪氷ﾁｰﾑが防雪柵の種類、切土、盛土での吹きだまりの特徴の

他、吹きだまりで車が立ち往生した場合の注意事項、車に搭載すべきもの等について説明し、

寒地機械技術ﾁｰﾑは吹雪室内実験装置を使った模型車両が吹きだまりに埋まる場面の撮影で

協力しました。収録内容は 12月から 3月末までの間、ﾃﾚﾋﾞで 25回、ﾗｼﾞｵで 56 回放送され

ました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ○○○○ 

写真-1 土砂崩れについての説明 写真-2 河川増水についての説明 

 

 

 

 

1  

写真-3 石狩吹雪実験場での説明（NHK 映像） 写真-4 吹雪室内実験装置を使った撮影 
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2.公開実験  

寒地交通ﾁｰﾑでは、新たに開発した一般道路用のﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵の衝突試験（性能確認試

験）を平成 26年 2月および 3月に公開にて行った。 

この試験において、防護柵の設置基準に定められた一般道路用の防護柵に求められる全て

の設置基準を満たすことが確認された。今後、現場への普及が一層進むことが期待される。 

コラム 一般道路用ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵の性能確認試験の実施 

ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵が従来のｹｰﾌﾞﾙ型防護柵

(ｶﾞｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ)と大きく異なる点は、車両が衝突

した時に支柱が変形し、衝撃をﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟが受け

止めて車両と乗員へのﾀﾞﾒｰｼﾞを緩和する点に

あります。支柱が細いので道路の幅が狭い箇所

や既設道路にも設置でき、人力でﾜｲﾔｰと支柱を

取り外すことができるので、事故等の緊急時に

は処理作業や交通切り回しに必要な柵の開口

部を迅速に設けることも可能です。また、除雪

作業による柵の変形や堆雪による車線への阻

害が少ないことも利点です。 

高速道路用に開発されたﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵

（写真-1）は、平成 24年 11 月に開通した道央

自動車道大沼公園 IC～森 IC間に我が国初の事

例として試行導入が行われ、その後全国各地で

導入が進んでいます。 

寒地交通ﾁｰﾑでは、高速道路用に引き続き一

般道路用の防護柵の開発を進め、平成 26 年 3

月に性能確認試験（写真-2）を実施しました。

乗用車を使った衝突試験では、車両は横転や転

覆することなく安全に誘導され、対向車線への

はみ出し量も基準を満足しました。また、車両

の前部が破損したものの車室は保存され、加速

度も小さく、高い衝撃吸収能力が確認されまし

た。大型車を使った試験でも対向車線へのは

み出し量の基準を満足し、防護柵設置基準 Bm

種(一般道路用)の全ての基準値を満足するこ

とが確認されました。一般道路用の柵（図-1）

が開発されたことで、現場への普及が一層進

むものと期待されます。 

 

 

写真-1 高速道路に導入された 

  ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵 

 

写真-2 大型車による衝突試験 

 

 

図-1 一般道路用柵の詳細図 
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3.研究所講演会等、各種講演会の実施 

3.1土木研究所講演会 

土木研究所講演会は、調査研究の成果発表および最近の土木技術に関する話題・動向等に

ついて、幅広く紹介することを目的として毎年開催している。 

25 年度は、平成 25 年 11 月 5 日に一橋講堂（東京都千代田区）において「平成 25 年度土

木研究所講演会」を開催した。 

今回の講演会では、土木における各分野の動向として、道路橋の維持管理やﾀﾞﾑ再開発の状

況を紹介した。また、最近の調査研究の成果として、吹雪による災害を減らすための取り組

み、水災害を防止及び軽減のためのﾊｰﾄﾞ面及びｿﾌﾄ面での対策、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｱﾝﾎﾞﾝ島で発生した

天然ﾀﾞﾑと現地に適用した土研式投下型水位観測ﾌﾞｲの観測結果について報告した。また、土

木研究所の研究状況の事例について、環境に優しい舗装技術、化学物質が水生生物に与える

影響を評価する試験方法、国内の軟弱地盤対策、国内外での軟弱地盤対策の動向について発

表した。あわせて、本講演会の 3 週間前に発生した伊豆大島の土石流災害についての報告も

行った。 

特別講演者として、警察大学校警察政策研究ｾﾝﾀｰの樋口晴彦教授をお招きし、「事例に学ぶ

専門技術者の陥穽（かんせい）」 と題して、過去の不祥事の事例をご紹介いただき、不祥事

への対応策を講じる際に実務的な視点を忘れないことの重要性等についてご講演いただい

た。   

当日は、民間企業を中心とした各方面から約 330 名の方々にご参加をいただき、大きな反

響があった。参加された方々からは、「今回のような講演会による最新情報を発信することは、

大変有意義と思われますので継続して頂きたい」、「社会に役立つ研究を継続して下さい」等

の意見があり、土木研究所の果たすべき役割への関心と期待の大きさがうかがえる結果とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真-1.3.6 土木研究所講演会の様子 写真-1.3.7 樋口教授による特別講演 
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3.2寒地土木研究所講演会 

寒地土木研究所講演会は、積雪寒冷地に関連する土木技

術の研究成果等についてより多くの方々に紹介すること

を目的に毎年開催している。平成25年11月8日、北海道立

道民活動ｾﾝﾀｰ（かでる2・7）（北海道札幌市）で開催し、

聴講者数は民間企業、地方公共団体職員等を中心に約290

名であった。 

講演内容は、土木研究所職員による研究紹介のほか、北

海道大学名誉教授佐伯浩氏から「寒地土木技術への期待」

と題して講演を賜った。 

今後、社会資本の老朽化が進展することが予想されるた

め、研究の中心は低ｺｽﾄのﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術の確立や耐久性の高

い施設・材料の開発が中心となること、開発事業推進のた

めだけの研究ではなく、我が国の積雪寒冷地土木技術・研

究開発の拠点となる意識を持つことが必要であることな

どを研究所の課題としてお話しいただいた。 

また、世界的に共通する寒冷地に関する基礎知識を習得

すること、研究成果を世界へ積極的に公開すること、社会・経済の変化の中で今までにない

新たな発想や視点に基づいた研究・ﾃｰﾏの設定が重要であることなどを研究所への期待として

お話しいただいた。 

さらに、講演会に併せてﾊﾟﾈﾙ展を同時に開催し、研究所の重点普及技術、準重点普及技術

を紹介した。講演後の聴講者のｱﾝｹｰﾄでは、「有意義であった」という回答が8割以上を占め、

今後の講演を期待という意見が寄せられた。 

 

                     

 

 

 

 

     

 

  

 

 

 

写真-1.3.9 佐伯名誉教授による特別講演 写真-1.3.10 ﾊﾟﾈﾙ展示の様子 

写真-1.3.8 第 27回寒地土木研究所 

 講演会ﾎﾟｽﾀｰ 
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3.3東日本大震災報告会 

平成 26 年 3 月 19 日、中央合同庁舎 2 号館（東京都千代田区）において、国土交通省国土

技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所と共催で、

「防災・減災に向けた研究成果報告会～東日本大震災から 3 年～」を開催した。報告会は、

地震発生から 3年目を迎えるにあたり、国土技術政策総合研究所・土木研究所・建築研究所・

独立行政法人港湾空港技術研究所の各研究機関において取り組んできた調査研究の成果や、

得られた知見が復旧・復興施策にどのように活かされてきたかを報告するとともに、今後の

南海ﾄﾗﾌ地震、首都直下地震等に対する防災・減災対策の取り組み状況について紹介した。 

 土木研究所からは、「地盤の液状化 

判定法の検証と高度化に向けた取り組 

み」、「東日本大震災での経験に基づ 

いた橋の耐震性能評価」、「河川堤防 

の液状化対策の効果の検証と高度化に 

向けた取り組み」を紹介した。当日は、 

民間企業、地方公共団体、関係法人等 

から 459名の参加があり、盛況な報告 

会となった。 

 

3.4 CAESAR講演会 

構造物ﾒﾝﾃﾅﾝｽ研究ｾﾝﾀｰ(CAESAR)は、平成 25 年 9 月 11 日、一橋講堂（東京都千代田区）に

おいて「第 6回 CAESAR講演会」を開催した。 

基調講演では、日本学術会議の大西隆会長をお招きし「人口減少社会と次世代ｲﾝﾌﾗの課題」

と題して、野田前首相の下でのﾌﾛﾝﾃｨｱ分科会での 取り組みと、それを基盤に再構築した内閣

府の総合科学技術会議で提案されている次世代ｲﾝﾌﾗの考えについてご講演いただいた。 

また、CAESAR設立後の 5 年間の活動と 

今後の取り組みに関して、松浦橋梁構造 

研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ長は、CAESARの担う役割と 

最近の社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽの動向との関わ 

りについて、石田上席研究員は、CAESAR 

の役割として位置付ける「現場への支援」 

とﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術に関する「交流の場」の提供 

について、村越上席研究員は、鋼橋の主た 

る劣化損傷である腐食や疲労に伴う重大損 

傷事例と各事例に関わる課題を述べるとともに、これまでの臨床研究等による主な研究成果

の概要について、木村上席研究員は、「臨床研究」として行ってきたｺﾝｸﾘｰﾄ橋上部工の維持管

理技術の開発のうち、撤去桁を用いた耐荷性能の評価技術や、塩害の予測手法の高度化への

取り組みについて、星隈上席研究員は、震災経験や実験等に基づいた道路橋の耐震性能の評

 

 

写真-1.3.11 防災・減災に向けた 

研究成果報告会の様子 

 
写真-1.3.12  第 6回 CAESAR講演会の様子 
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価の向上に関する様々な研究や、津波が作用することにより橋が受ける影響に関する研究へ

の取り組みについて、七澤上席研究員は、道路橋基礎に関して、地震による被災、軟弱地盤

での不具合、材料劣化など、基礎の不具合への対応として取り組んできた研究開発等につい

て、それぞれ紹介した。 

講演会には、橋梁の設計・施工・維持管理に携わる道路管理者や民間の方など、さまざま

な分野から約 490名の方々にお越しいただき、今後の CAESARの活動に期待する意見が多く寄

せられた。 

 

4.一般市民を対象とした研究施設の公開等 

国土交通 Day、土木の日などの行事の一環として、一般市民を対象とした研究施設の一般

公開を実施するほか、年間を通じて一般の方々への施設見学にも力を入れ、研究開発に対す

る理解促進に取り組んでいる。 

25 年度の活動実績を表-1.3.13 に示す。これらの活動においては、土木技術や土木研究所

の研究内容がわかるようなﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを積極的に配布するとともに、これら技術・研究が防災や

自然環境の保全に役立っていることなどを積極的に PR することで、研究の質の高さとともに、

社会資本整備において土木研究所が重要な役割を担っていることを伝えた。 

表-1.3.13 土木研究所の施設見学実績 

行事名 開催日 H25見学者数 H24見学者数 開催地 

科学技術週間一般公開 4月 19日 282人 216人 つくば市 

千島桜一般公開 5月 2日～5月 11日 11,493 人 12,761 人 札幌市 

国土交通 Day 一般公開 7月19、20日 1,234人 1,387 人 札幌市 

つくばちびっ子博士 

7月 26日 

8月 2日 

8月 9日 

708人(※) 393人 つくば市 

｢土木の日｣一般公開 11月 16日 970人 1,111人 つくば市 

つくば中央研究所、ICHARM、

CAESAR 
通年 1,678人 1,486人 つくば市 

自然共生研究ｾﾝﾀｰ 通年 339人 666人 各務原市 

寒地土木研究所 通年 437人 361人 札幌市 

（※）筑波学園研究都市 50 周年記念事業のため、3日間開催。 

 

国土交通Dayに合わせて毎年7月に開催されている寒地土木研究所の一般公開は、各ﾁｰﾑ・

ﾕﾆｯﾄがそれぞれ公開ﾃｰﾏを設定し、それに沿った形で趣向を凝らした体験型のｲﾍﾞﾝﾄを実施し

ている。25年度も、ｸｲｽﾞﾗﾘｰを行うなど、楽しんで学べる研究紹介に努めた。近隣の小中学

生をはじめ、大学・専門学校の学生、地域住民、関連業界の会社員などに加え、団体見学と

して、近隣の幼稚園・小学校や、工業高等学校、農業高等学校などが学校行事として来場し

ており、25年度の来場者は1,234名であった。 

各ﾁｰﾑ・ﾕﾆｯﾄのｺｰﾅｰでは、従来どおり実物や模型を活用し、普段土木になじみが少ない一

般の方々に対し、土木に関する技術や知恵を分かりやすくかつ楽しく伝えられるような催し

を行った。また、「技術相談窓口」を開設し土木技術者からの相談体制の充実を図るととも

に、22年度から開設されている「技術者のための研究説明ｺｰﾅｰ」では、土木技術者に対して、
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当研究所の最新の研究成果など、より専門的な情報を提供する機会を設けた。併せて、研究

所の重点普及技術等のﾊﾟﾈﾙ展示も行った。 

来場者のｱﾝｹｰﾄ結果では、「いろいろな研究や実験をしているのがよく分かった」「おも

しろかったので、告知をもっとするとよい」「今度は子供と来たい」など、好意的な回答が

多数を占めた。 

このような交流の機会やｱﾝｹｰﾄ結果を参考にして、一般市民が求めている情報を把握し、

また、一般公開にどのようなことを期待しているのかを考え、その要望に応えるべくさらな

る工夫を凝らして行きたいと考えている。 

  
小学生への説明状況 試験機器の説明状況 

写真-1.3.13 寒地土木研究所一般公開における来場者の様子 

 

また、地域社会への貢献として、寒地土木研究所寒地技術推進室では、北海道寿都町教

育委員会からの依頼により、「寿都町理科特別講師配置事業」の特別講師として、小学 5

年生と 6 年生に対し「流れる水のはたらき」（写真-1.3.14）「大地のつくりと変化」（写真

-1.3.15）についての授業を行った。 

 

 

写真-1.3.14 「流れる水のはたらき」の授業 写真-1.3.15 「大地のつくりと変化」の授業 
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毎年 11 月 18 日の「土木の日」にちなんで開催した一般公開（国土技術政策総合研究所と

の共催）では、(財)茨城県科学技術振興財団（つくばｻｲｴﾝｽﾂｱｰｵﾌｨｽ）等の協力を得て、ﾘｰﾌﾚ

ｯﾄの配布を通じた PR活動を積極的に行った。 

この一般公開では、土木の体験教室として、地質ﾁｰﾑの出展による「土木地質調査を体験し

てみよう」を含む 5つのｺｰﾅｰを設けたことに加え、構内にある実験施設の公開等を行った（写

真-1.3.16）。 

特に実験施設の公開では、各施設を巡るｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰで 4 個以上押印した方へ、職員で作成し

た建設機械のｵﾌﾞｼﾞｪ（折り紙）を差し上げたところ、折り方を聞かれるなど、大いに好評で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾀﾞﾑ水理模型実験の様子             非破壊検査の体験の様子 

写真-1.3.16 「土木の日」一般公開実験施設の公開 

 

その他、外部機関が主催する一般向け科学展等にも積極的に参加し、一般市民の土木技術

への理解促進に資する活動を行った。その25年度年度活動実績を表-1.3.14に示す。 

平成25年 8月 7日に北海道と北海道立総合研究機構が主催した『2013ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸin札幌駅

前地下歩行空間』では、寒地河川ﾁｰﾑ・水環境保全ﾁｰﾑ及び寒地技術推進室が参加し、『理科

の大実験！！5年生向け「流れる水のはたらき」と、6年生向け「土地の作りと変化」』と題

して水の働きによる浸食・運搬・堆積の実験や、水の働きによる地層のでき方の再現実験を

行ったところ、夏休み中であった事もあり、多数の方の来場があった（写真-1.3.17、写真

-1.3.18）。 

また、子供たちからは、「水の力の強さについて知ることできて良かった。」「川の浸食

についての動きが､実験できて良かった。」等の感想が聞かれ、保護者からは、「模型を使っ

た説明は、大変わかりやすいので、今後も続けて欲しい。」等の意見があり大変好評であっ

た。 
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写真-1.3.17 流れる水のはたらき実験様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1.3.18 土地の作りと変化実験様子 

 
表-1.3.14 参加した一般市民向け科学展 

名 称 開 催 日 開催地 

2013 ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ in札幌駅前地下歩行空間 平成 25 年 8 月 7 日 札幌市 

つくば科学ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ 2013 平成 25年 11月 9日 つくば市 

 

5.重点普及技術の選定 

効果的な普及活動を効率的に進めるため、土木研究所の開発技術の中から毎年度、適用効

果が高く普及が見込める技術を重点普及技術および準重点普及技術として選定するとともに、

それらの活用促進方策を検討し、普及戦略としてとりまとめている。 

25 年度は、表-1.3.15 に示す 25 件の重点普及技術と表-1.3.16 に示す 27 件の準重点普及技

術を選定するとともに、表-1.3.17 の例示のようにそれぞれの技術について普及戦略をとり

まとめた。 

表-1.3.15 25年度重点普及技術 

技術名 概要 受賞歴 

ALiCC 工法（低改良率ｾﾒﾝﾄｺﾗ

ﾑ工法） 

深層混合処理等によるｾﾒﾝﾄ系改良体について、ｱｰﾁ効果を

考慮して従来よりも低い改良率で施工できる工法。従来

工法と比較し最大 7 割程度の工期短縮と 3 割程度以上の

ｺｽﾄ縮減が可能。 

H25国土技術開発賞 

ｺﾗﾑﾘﾝｸ工法（経済的に沈下と

側方流動を抑制できる杭・壁

併用型地盤改良工法） 

軟弱地盤上の盛土工事おいて、杭状の改良体と壁状の改

良体を機能的に配置し、周辺変位抑制効果と経済性を両

立できる工法 

 

ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法（環境対応型の

鋼構造物塗膜除去技術） 

鋼構造物の塗膜に新開発のはく離剤を塗付し、ｼｰﾄ状に軟

化させて除去・回収する工法。ﾌﾞﾗｽﾄ工法に比べて 8割程

度のｺｽﾄ縮減や騒音・塗膜ﾀﾞｽﾄ飛散等の環境負荷低減、工

期半減が可能。 

H18国土技術開発賞 

H19ものづくり日本

大賞 

打込み式水位観測装置 打込むだけで水位観測用の観測孔が設置できる装置。ﾎﾞｰ

ﾘﾝｸﾞによる調査に比べて 3割程度のｺｽﾄ縮減と 7割程度の

工期短縮が可能で、作業に熟練が不要。 

 

WEP ｼｽﾃﾑ（気液溶解装置）・藻

類増殖抑制手法 

高濃度酸素水をつくり、任意の水深の層に広範に送り出

して効率的に酸素濃度を高める装置。湖沼等の汚濁底質

を巻き上げることなく、溶存酸素濃度の回復や底泥から

の重金属溶出抑制が可能。 

H24日本水環境学会

技術賞 

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄﾃﾚﾒﾄﾘｼｽﾃﾑ（ATS） 電波発信機を装着した動物の行動を確実・長期に追跡で

きるｼｽﾃﾑ。75%のｺｽﾄ縮減と約 450 日（従来の 9 倍）の連

続追跡が可能。 

H20 ﾀﾞﾑ工学会技術

開発賞 
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ﾄﾝﾈﾙ補修工法（NAV工法） ひび割れした覆工ｺﾝｸﾘｰﾄの表面に、新しく開発した透明

のｼｰﾄを樹脂等で接着し、剥落を防止する技術。施工後に

おいてもひび割れの進展が視認できるため、効果の確認

や追加対策工の必要性の判断が可能。 

 

ﾄﾝﾈﾙ補強工法（部分薄肉化

PCL工法） 

外力等によりﾄﾝﾈﾙの覆工ｺﾝｸﾘｰﾄに変状が生じた場合に補

強を行う技術。ﾄﾝﾈﾙ内空断面に余裕がなく、従来の内巻

きｺﾝｸﾘｰﾄや補強版では建築限界が確保できない場合でも

適用可能。 

 

鋼床版き裂の非破壊調査技

術 

鋼床版のﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ内に進展するき裂を超音波で探傷す

る技術。従来技術よりも測定精度と操作性が向上。また、

U ﾘﾌﾞ内に侵入した雨水等による滞水の有無を超音波によ

り調査し、貫通き裂の有無も判別が可能。 

 

既設ｱﾝｶｰ緊張力ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

（Aki-Mos） 

従来非常に困難であった既設ｱﾝｶｰのｱﾝｶｰﾍｯﾄﾞ外側に荷重

計を取付けることができ、緊張力を計測するとともに、

無線通信により遠隔でそのﾃﾞｰﾀを取得する技術。ｱﾝｶｰの

維持管理に寄与。 

 

下水汚泥の過給式流動燃焼ｼ

ｽﾃﾑ 

高い気圧で下水汚泥の燃焼効率を高めるとともに、その

排ｶﾞｽで過給機を駆動させ、燃焼ｴﾈﾙｷﾞｰ等として利用する

技術。5 割程度の消費電力削減による 4 割程度の CO2削減

と、焼却炉の小型化による 1割程度の建設費縮減が可能。 

H23化学工学会粒子

流体ﾌﾟﾛｾｽ部会技術

賞 

H23化学工学会流動

化・粒子ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ賞 

H25化学工学会技術

賞 

複合構造横断函渠工 従来型の RC製函渠の頂板部に鋼・ｺﾝｸﾘｰﾄ合成構造を用い

ることで盛土高を低く抑えることが可能な工法 

 

杭付落石防護擁壁工 基礎杭を擁壁内まで立ち上げ、その頭部を鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造

で結合し落石防護擁壁とする工法 

 

ｽﾏｰﾄｼｮｯﾄ工法 既設ｺﾝｸﾘｰﾄに連続繊維ﾒｯｼｭを取り付け、その上から短繊維

混入ｺﾝｸﾘｰﾄを吹き付ける補修工法 

 

表面含浸工法によるｺﾝｸﾘｰﾄ

の耐久性向上技術 

吸水抑制や防錆等の性能・効果を発揮する液体状の材料（表

面含浸材）をｺﾝｸﾘｰﾄ表面に塗布し、主に凍害・塩害に対す

る耐久性を高める工法 

H24全建賞 

衝撃加速度試験装置による

盛土の品質管理技術 

盛土の品質管理を短時間で確実に行える試験装置による

技術 

 

砕石とｾﾒﾝﾄを用いた高強度・低

ｺｽﾄ地盤改良技術 

砕石とｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰの混合材料を締め固めた改良柱体を造成

し地盤を改良する技術 

 

北海道における複合地盤杭基

礎の設計施工法に関するｶﾞｲ

ﾄﾞﾗｲﾝ 

杭基礎周辺に地盤改良を施し、杭本数の低減と躯体の小型

化を図る技術 

H21全建賞 

H21地盤工学会技術

開発賞 

高盛土に対応した新型防雪柵 上部にﾒｯｼｭﾊﾟﾈﾙを設けた大型吹き止め柵で、防風・防雪範

囲が従来型よりも広く、高盛土型の高規格・高速道路に最

適な防雪柵 

 

機能性SMA 排水性舗装のﾃｸｽﾁｬと耐久性に優れた砕石ﾏｽﾁｯｸの長所を

持つ、機能傾斜型の表層を構築する技術。高い耐久性だけ

でなく、騒音の低減機能、すべり抵抗などの機能をﾊﾞﾗﾝｽ

よくあわせ持つ 

 

寒地農業用水路の補修にお

けるFRPM板ﾗｲﾆﾝｸﾞ工法 

既設ｺﾝｸﾘｰﾄ開水路を取り壊すことなく緩衝材とFRPM板を水

路内面の躯体ｺﾝｸﾘｰﾄに固定する表面補修工法 
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路側式案内標識 一般に多く採用されている片持式道路案内標識（F型） 

と比較し、景観に与える影響や整備費用、車両衝突事 

故時の安全性、積雪寒冷地での維持管理費用の面で有 

利な路側式案内標識 

 

 

ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式

路面清掃装置 

近年の予算縮減など喫緊の課題に対応すべく、既存の機械

をｵｰﾙｼｰｽﾞﾝ有効活用することに着目し、ﾛｰﾀﾘ除雪車をﾍﾞｰｽ

車両にしたｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

 

透明折板素材を用いた越波

防止柵 

越波防止柵には、採光性に優れ景観にも配慮した構造であ

ることが望まれる。そこで透明で採光性に優れ、かつ耐衝

撃性に優れたﾎﾟﾘｶｰﾎﾞﾈｰﾄ折板を活用した越波防止柵 

 

緩衝型のﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵 高いじん性を有するﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟと、比較的弱い支柱による

構成で、車両衝突時の衝撃を主にﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟのたわみで吸

収することで重大事故を大幅に減らすことができる技術 

 

 

 

表-1.3.16 25年度準重点普及技術 

技術名 概要 受賞歴 

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物表層の品質評価

技術 

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物表層の品質（緻密さ）について、ﾊﾝﾏｰで打

撃したときの接触時間を測定するだけで簡単に、相対的

に評価できる技術。 

 

短繊維混合補強土工法 土に短繊維を混合し、切土法面や河川堤防、道路盛土法

面等の保護、雨水等による耐侵食性を向上させる技術。

建設発生土の有効利用にも寄与。 

 

土研式釜段（堤防の漏水抑止

技術） 

水防工法の釜段工において、土のうではなく円形ﾌﾟﾚｰﾄ、

ｼｰﾄ材などを用いることにより、従来に比べ大幅に省力化

でき、2 名で、20 分程度で釜段を作成することが可能。

また、軽量なため巡視車両等に資材を搭載でき、迅速な

災害対応が可能。 

 

ﾀﾞﾑの変位計測技術 堤体表面を高精度に計測する GPS、水没部や堤体内部の

大変位挙動を計測できるﾜｲﾔﾚｽの変位計、堤体表面を連続

的に計測できる変位計を用いた計測技術。ﾘｱﾙﾀｲﾑで計測

することができ、地震後の安全管理の精度が飛躍的に向

上。 

H18 ﾀﾞﾑ工学会技術

開発賞 

ﾀﾞﾑの排砂技術 堆砂面に排砂管等を設置し、貯水位を低下させずにﾀﾞﾑ

上下流の水位差のｴﾈﾙｷﾞｰを活用して排砂する技術。従来

よりも大幅なｺｽﾄ縮減が可能。 

 

非接触型流速計 電波等を利用して河川の表面流速分布を計測すること

で、無人で安全に連続的な流量観測を行うことが可能。 

 

自然・交通換気力条件を有効

に活用した道路ﾄﾝﾈﾙの新しい

換気制御技術 

ﾄﾝﾈﾙ内の自然風、交通換気力を大気圧計や交通量計測等

により把握し、その結果をもとにｼﾞｪｯﾄﾌｧﾝを効率的に制

御する技術。従来のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御に比べて 20％程度の

運転ｺｽﾄの縮減が可能。 

 

磁気式ひずみ計 鋼橋等の点検で、鋼部材のひずみを簡易に計測すること

ができる装置。小型軽量のため携行に便利で、鋼部材に

磁石で簡易に設置でき、既存のﾃﾞｰﾀﾛｶﾞｰに接続して測定

が可能。測定後の塗膜補修を要しないため、現地計測の

作業効率が大きく向上。 

 

橋梁地震被災度判定ｼｽﾃﾑ 構造物に設置した加速度ｾﾝｻｰで地震後の情報を迅速に収

集し、被災度を容易に診断できる技術。迅速な緊急対応

が可能。 

 

滑車機構を用いた斜面の多点

変位計測技術 

動滑車を用いることにより、従来技術と比較してｾﾝｻｰの

個数を半減させ、安価に確実に斜面変状を計測できる技

術。設置のｺｽﾄと工期が半減。 
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地すべりのすべり線形状推定

技術 

地すべり発生初期に地表面変位ﾍﾞｸﾄﾙの計測のみで迅速

にすべり面形状を推定する技術。危険を伴うﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査

が不要で、工期も数週間から 1日に短縮可能。 

 

加熱式地下水検層法 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ孔内でｾﾝｻｰを加熱し、地下水流動によるｾﾝｻｰ温度

の低下を計測することで地下水流動層を検出する技術。

食塩による方法に比べ精度が良く、計測回数が 1/6、工

期 2/5、環境負荷低減が可能。 

 

消化ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 下水処理場等で生じる消化ｶﾞｽを燃料とする発電用ｶﾞｽｴﾝ

ｼﾞﾝ。必要な性能を確保しつつ小型化することでｺｽﾄ縮減

を図り、中小規模施設に適用可能。 

 

河川結氷時の流量推定手法 本流量推定手法は、ｺｽﾄ低減を考慮して現行の観測資料の

みでより精度の高い流量を推定可能であり結氷する河川

の管理技術の向上を図ることが可能 

 

河川津波における遡上距離・

遡上高の推定手法 

様々な津波規模と河川流量に応じた河川津波の遡上距

離・遡上高を、予め計算負荷の小さなﾓﾃﾞﾙで事前に求め

て、予測縦断図を作成しておき、実際の地震発生時の条

件に最も近い条件での予測結果から瞬時に遡上距離と遡

上高の値を得る手法 

 

冬期路面すべり抵抗ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼ

ｽﾃﾑ 

「連続路面すべり抵抗値測定装置」による測定ﾃﾞｰﾀを道路

管理者に情報発信するとともに、冬期道路路面の性能を評

価するための種々な分析が可能なｼｽﾃﾑ 

 

冬期路面管理支援ｼｽﾃﾑ 冬期における道路管理者の道路維持作業の判断支援のた

めに路面凍結予測に関する情報を提供するｼｽﾃﾑ 

 

落雪防止用格子ﾌｪﾝｽ 本工法は、格子状のﾌｪﾝｽを設置することで、橋梁の冠雪な

どを密度の低い雪片として早期に落雪させるとともに、密

度が高まったものは落雪させないことにより、落雪による

事故を防止する 

 

道路吹雪対策ﾏﾆｭｱﾙ 防雪林、防雪柵、その他の吹雪対策施設（道路構造によ

る吹雪対策、視線誘導施設）など道路吹雪対策に関する

基本的な考え方を解説したﾏﾆｭｱﾙ 

 

泥炭性軟弱地盤対策工ﾏﾆｭｱﾙ 泥炭性軟弱地盤上で道路盛土や河川堤防盛土などを建設

する場合において調査・設計・施工および維持に関する

標準的な方法を示したﾏﾆｭｱﾙ 

 

改質ｾﾒﾝﾄによるｺﾝｸﾘｰﾄの高耐

久化技術 

種々のｾﾒﾝﾄ材料と産業副産物である高炉ｽﾗｸﾞ微粉末等の

混和材を使用することでｺﾝｸﾘｰﾄ自体の長期的な耐久性を

確保し、構造物の長寿命化、ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの低減が可能 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生粗骨材の簡

易な評価方法（試験紙法） 

試験紙ﾀｲﾌﾟの塩化物濃度測定計を用いて、再生粗骨材中

の塩化物濃度の管理値である全塩化物濃度を簡易に評価

する手法 

 

超音波によるｺﾝｸﾘｰﾄの凍害劣

化点検技術 

（表面走査法） 

日常的な管理の範囲で、凍害の程度を簡単かつ迅速に非

破壊で把握できる技術で、凍害が疑われる箇所を絞り込

むことができ点検作業の省力化、調査費用の縮減が可能 

 

強酸性法面の中和緑化工法 強酸性土壌法面と従来技術により形成した植生基盤との

間に炭ｶﾙ吹付層を挟在させることで酸性物質の移動抑止、

土壌の中和が可能な工法 

 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄ運転ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾌﾟ

ﾛｸﾞﾗﾑ 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄの各種諸条件を入力し年間のｴﾈﾙｷﾞｰ収支を

出力するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

 

排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置支援装置（自走

型） 

本装置は多様化する現場状況に対応するため既存の排水

ﾎﾟﾝﾌﾟが利用可能であり、また、半没水構造、ｸﾛｰﾗ駆動、

排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置にあたりｸﾚｰﾝ装置を必要としない自走式

の排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置支援装置 

 

凍結防止剤散布車散布情報収

集・管理ｼｽﾃﾑ 

凍結防止剤散布車の散布設定情報と GPS による位置情

報を自動でｻｰﾊﾞに収集し、地図上に散布箇所や散布量を

表示できるため、詳細な散布情報の確認や効率的な散布

情報管理が可能 
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表-1.3.17 普及戦略の例 

技術名 普及戦略・活動内容等 

鋼床版き裂の超音波探傷法  NETIS登録を進める 

 U ﾘﾌﾞ内浸水検知技術と一体で普及を進める 

 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの見直しを検討する 

 共有権利者との実施契約を進める 

 重車輌や交通量の多い地域（関東、中部、近畿）の道路管理者を対象とした

講習会等を検討する 

Ｕﾘﾌﾞ内浸水検知技術（液体検

知方法および装置） 

 出願済特許の内容の追加を行う 

 ﾏﾆｭｱﾙを作成する 

 超音波探傷法と一体で普及を進める 

下水汚泥の重力濃縮技術（み

ずみち棒） 

 全国の下水処理施設の更新時期を地整等にﾋｱﾘﾝｸﾞする 

 知的財産権活用促進事業として見学会等を実施する 

 NETIS登録を検討する 

ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ添加ｱｽﾌｧﾙﾄ  技術情報を HPに掲載し、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成を検討する 

 ｼｮｰｹｰｽ等で PRする 

 舗装会社等への売り込み方を検討する 

 

この普及戦略に基づいて、以下に記述するように土研新技術ｼｮｰｹｰｽをはじめ全国各地で開

催される技術展示会への出展や講習会、見学会の開催等、種々の普及活動を積極的に実施し

た。こうした取組みの成果として、土木研究所の開発技術は様々な公共工事の現場等で採用

されるようになってきている。 
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コラム 「鋼床版き裂の非破壊調査技術」の普及活動 

鋼床版き裂の非破壊調査技術は、鋼床版のﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄを貫通する目視困難な疲労き裂を高い

精度で効率的に検出できる非破壊の調査技術で、民間提案型共同研究にて開発されたもので

す。22 年度に「鋼床版き裂の超音波探傷法」を重点普及技術として選定し、25 年度には「U

ﾘﾌﾞ内滞水調査技術」も含めて一体として普及を進めています。 

25 年度は、知的財産権活用促進事業によりﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ用の装置を製作し、国土交通省関

東地方整備局関東技術事務所内の建設技術展示館に常設展示（写真-1）を行うとともに、本

装置を活用し、実橋において鋼床版 U ﾘﾌﾞ内の滞水を確認する試行調査（写真-2）を 3橋で実

施しています。試行調査では、3 橋のうち 1 橋において複数の箇所の貫通き裂の早期発見に

至り、現場での迅速な補修対応に貢献することができました。 

また、東京で開催した土研新技術ｼｮｰｹｰｽにおいて紹介するとともに、ものづくり NEXT2013

非破壊評価総合展に出展しﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝを行うなど、積極的な普及活動を展開しました。今後、

さらなる現場での活用が期待されます。 

 

    

 

 

  

写真-1 建設技術展示館での常設展示 

（関東技術事務所） 

写真-2 実橋での試行調査 
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コラム 即時的な河川津波遡上高予測手法の普及活動について 

平成 23年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震津

波により、河川域においても甚大な被害が発生しま

した。この津波が発生した際、河川管理の現場では、

津波遡上により河川域でどの程度水位上昇が起こる

か、河口から何 km遡上するかの判断が難しく、堤防

越流範囲の推定、避難用道路の設定や樋門の操作運

用等の対応に課題が浮上しました。こうした課題は

避難者や構造物の被害拡大に直結する懸念もありま

す。例えば、精度の高い河川津波予測でも、津波は

河口域に到達しないと具体的な規模がわからないた

め、臨機応変に、その時々の津波規模や河川流量に

応じてすぐに予測することは難しいのが課題でした。 

こうした背景を踏まえ、寒地河川ﾁｰﾑではそうした

柔軟な予測が、即時的に可能となる津波水位推定手

法の提案を行っています（図-1）。 

この図-1 は、河川津波の波高や河川流量を変化さ

せた多数の予測計算を行い、遡上高等の計算結果を

「河川津波予測縦断図」という形式で整理したもの

です。この図中の最も近い水理条件の予測結果から、

遡上距離、遡上高、越流区間、橋梁浸水等を即時に

予測することが可能です。 

縦断図の具体的な作成方法は寒地河川ﾁｰﾑの HP 上

でﾏﾆｭｱﾙ(案)として公開しており、計算ﾓﾃﾞﾙも無償提

供されているため直ちに図-2のように津波遡上計算

を実施することが可能です。また、ﾁｰﾑでは講習会の

開催等（写真-1）を通じ河川管理の現場への普及を

図っているところです。 

この技術は、実務に活用しやすいように予測計算の結果を整理しているので視覚的に分か

りやすいのが利点です。河川管理者だけでなく道路管理者や自治体防災担当者等現場の実務

者が、従来よりも高精度かつ簡易的に河川津波遡上予測を実施することが期待できます。 

 

 

 

 

図-1 津波予測縦断図の例 
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図-2 津波遡上計算の例 

写真-1 講習会の様子 
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6.土研新技術ｼｮｰｹｰｽ 

土研新技術ｼｮｰｹｰｽは、土木研究所の研究成果の普及促進を目的として、共同研究等を通じ

て開発した技術等を社会資本の整備や管理に携わる幅広い技術者に講演と展示で紹介すると

ともに、当該技術等の適用に向けての相談等に応じるものである。前述の重点普及技術や準

重点普及技術を中心として、技術の実際の使用者となるｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等や技術の採用を決定する発

注機関等の意向も踏まえて紹介する技術を決定し、普及促進に効果的な開催時期や開催場所、

開催方法等を検討して実施している。 

25 年度の開催実績は表-1.3.18 のとおりであり、例えば東京においては、社会的関心が高

まっている“ｲﾝﾌﾗの維持管理”をﾃｰﾏに設定し、点検・診断、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、補修・補強・長寿命

化の各技術の講演や展示等を行った。特別講演では、社会資本整備審議会社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽ戦

略小委員会の委員である成蹊大学経済学部教授 井出多加子氏に「土木技術の新展開～未来

を拓くｲﾝﾌﾗ再生～」と題して講演いただいた。 

特に 25年度の新たな取組みとしては、より多くの技術者等に関心を持って参加してもらえ

るよう「国等の講演」とﾊﾟﾈﾙ展示を企画し、東京では国土交通省大臣官房の技術審議官に「新

技術の活用・普及に向けて」と題して講演いただくとともに関係するﾊﾟﾈﾙを展示し、札幌で

は北海道開発局技術管理課長、仙台では東北地方整備局技術調整管理官、名古屋では中部地

方整備局技術開発調整官から、それぞれ新技術の活用や復旧・復興事業等の内容で講演をい

ただきﾊﾟﾈﾙ展示を実施した。 

また、ｼｮｰｹｰｽとしては初めて沖縄で開催するとともに、地方開催についても新たに建設業

団体の後援を得るなど各方面との連携を深め、関係各機関等への周知を積極的に行った結果、

5 会場合計で約 1,170 名の参加者を得ることができ、多くの技術者に土木研究所の開発技術

を紹介することができた。 

このような活動の成果として、例えば、東京・名古屋・那覇のｼｮｰｹｰｽで紹介した「ﾄﾝﾈﾙ補

修工法（NAV 工法）」は、大阪市営地下鉄ﾄﾝﾈﾙの補修工事や国道 13 号東栗子ﾄﾝﾈﾙの補修工事

など、図-1.3.4のとおり活用件数は年々増加している。 
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写真-1.3.19 土研新技術ｼｮｰｹｰｽの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1.3.4 ﾄﾝﾈﾙ補修工法（NAV工法）の活用実績状況 

 

 

 

  
井出教授による特別講演（東京） 森技術審議官による講演（東京） 

  

技術講演の状況（仙台） 展示・技術相談ｺｰﾅｰ（名古屋） 
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表-1.3.18 25年度の土研新技術ｼｮｰｹｰｽの実施状況 

開 催 地 東京 札幌 仙台 名古屋 那覇 

期 日 10月 4日(金) 10月 17日(木) 11月 22日(金) 12月 11日(水) 1月 23日(木) 

会 場 連合会館 ｱｽﾃｨ 45 
仙台国際 

ｾﾝﾀｰ 
ｳｲﾝｸあいち 

沖縄県市町村 

自治会館 

紹介技術 

【点検・診断】 

：4件 

【土工】 

：3件 

【環境保全・機能向

上】 

：3件 

【災害対応】 

：3件 

【維持管理・長寿

命化】 

：5件 

【ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ】 

：2件 

【道路・維持管理】 

：4件 

【復興・軟弱地盤対

策】 

：2件 

【環境保全】 

：3件 

【土工・基礎】 

：4件 

【補修･補強･長寿命

化】 

   ：2件 

【水環境】 

：2件 

【防災・維持管理】 

：4件 

【機能向上・維持

管理】 

：3件 

【災害対応】 

：2件 

【環境保全】 

：2件 

計：8件 計：9件 計：9件 計：9件 計：13件 

特別講演 

成蹊大学 

経済学部教授 

 

(独）土木研究所 

理事長 

相馬市長 ﾄﾖﾀ自動車(株) 

技術統括部 

次世代車推進 G 

担当部長 

琉球大学工学部 

環境建設工学科 

准教授 

井出 多加子氏 魚本 健人氏 立谷 秀清氏 折橋 信行氏 下里 哲弘氏 

土木技術の新展開

～未来を拓くｲﾝﾌﾗ

再生～ 

ｺﾝｸﾘｰﾄの面白さ

と難しさ 

震災対応から生活

再建へ～相馬市の

対応～ 

ﾄﾖﾀの技術開発

～燃料電池自動

車の開発と初期

市場創出～ 

沖縄における橋

梁の長寿命化戦

略～鋼橋の新防

食技術への挑戦

～ 

国等の講演 

国土交通省 

大臣官房 

技術審議官 

国土交通省 

北海道開発局 

事業振興部 

技術管理課長 

国土交通省 

東北地方整備局 

企画部 

技術調整管理官 

国土交通省 

中部地方整備局 

企画部 

技術開発調整官  

森 昌文氏 谷村 昌史氏 加藤 信行氏 田中 隆司氏 － 

新技術の活用・普及

に向けて 

新技術の活用に

ついて 

復旧・復興事業の施

工確保について 

新技術の普及に

ついて 

 

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 

国土交通省 

技術調査課 

環境安全・地理空間

情報技術調整官 

国土交通省 

北海道開発局 

事業振興部 

技術管理課長 

国土交通省 

東北地方整備局 

企画部 

技術開発調整官 

国土交通省 

中部地方整備局 

河川部 

河川情報管理官  

山本 悟司氏 谷村 昌史氏 國松 廣志氏 山内 博氏  

建設ｺﾝｻﾙﾀ ﾝ ﾂ協会 

技術部会技術委員会 

道路構造物専門委員

会委員 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会 

北海道支部 

特別委員 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会 東

北支部技術部会 技

術交流専門委員会委

員 

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会 

中部支部 

技術部会長 
－ 

石田 辰英氏 大島 紀房氏 神田 重雄氏 堤 安希佳氏  

日本建設業連合会 

ｲﾝﾌﾗ再生委員会 再

生戦略部会委員 

日本建設業連合会

北海道支部 土木

工事技術委員会委

員 

日本建設業連合会 

土木工事技術委員会 

土木技術開発部会長 

日本建設業連合会 

土木工事技術委員

会 土木技術開発

部会長 

 

居相 好信氏 後藤 潤一氏 岩永 克也氏 岩永 克也氏  

参加者数 319名 250名 204名 247名 151名 
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コラム 土研新技術ｼｮｰｹｰｽ 2013における新たな取組み 

新技術の活用や普及については行政の取組みが重要な要素となることから、国土交通省の

施策等に対する技術者等の関心は高いものと考えられます。25年度は、より多くの技術者等

に関心を持って参加してもらえるよう、新たに「国等の講演」と関係するﾊﾟﾈﾙの展示を企画

しました。東京開催では、国土交通省大臣官房の技術審議官から講演をいただくとともに、

那覇以外の地方開催ではそれぞれ北海道開発局技術管理課長、東北地方整備局技術調整管理

官、中部地方整備局技術開発調整官から、新技術の活用や復旧・復興事業等の内容で講演を

いただきました。参加者のｱﾝｹｰﾄでは、各開催とも有意義であったとの回答が約 9割を占め、

特に東北地方整備局の講演は「復旧・復興事業の施工確保について」というﾃｰﾏで参加者に関

心が高い内容であったことから、すべての回答者から有意義であったと評価され大変好評で

した。また、ﾊﾟﾈﾙ展示では、新技術の活用以外にも各地方整備局の事業や防災への取組みな

どの内容のものもあり、参加者の関心を集めることができました。 

参加者が興味を持っている技術の講演や特別講演などの開始時間をお知らせするため、希

望者の携帯電話への案内ﾒｰﾙの配信を新たに実施しました。配信希望者は、参加者全体の 2割

弱とあまり多くはありませんでしたが、ｱﾝｹｰﾄでは 8 割以上の方が役に立ったと回答してお

り、今後も続けていきたいと考えています。 

また、全国の各地方で数回ずつ開催してきている中で、沖縄だけまだ開催できていなかっ

たことから、今回、ｼｮｰｹｰｽとしては初めて那覇で開催を企画しました。内閣府沖縄総合事務

局以外にも沖縄県など 6機関の後援をいただき、一県だけの狭いｴﾘｱにもかかわらず 150名以

上の参加者を得て盛大に開催することができました。 

さらに、新たに（一社）土木施工管理技士会の継続教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑへの登録を行うとともに、

地方開催において新たに建設業団体の後援を得るなどの取組みを行った結果、建設会社から

の参加者が増加するなど多くの参加者を獲得することができました。 

今後も内容の充実や改善等を重ねるとともに各方面との連携を深め、関係各機関等への周知

を積極的に行うことで、さらに多くの技術者等に関心を持って参加してもらえるよう努めた

いと考えています。 

   

写真-1 東北地方整備局の講演の様子（仙台）写真-2 中部地方整備局のﾊﾟﾈﾙ展示（名古屋） 
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7.その他の普及活動 

7.1土研新技術ｾﾐﾅｰ 

土研新技術ｾﾐﾅｰは、土木研究所で研究開発した新技術の中で、ｺｽﾄ縮減や工期短縮などの効

果が高く活用ﾆｰｽﾞが高いと思われるものを、特定の技術分野の中から数件程度選び、その技

術分野の最新の動向等とあわせて、現場に適用するために必要な技術情報等を提供するもの

である。 

25年度は、「これからの舗装技術」をﾃｰﾏとして、平成 26年 3月 4日に東京で開催した。 

はじめに、日本道路協会舗装委員会の元委員長である中村俊行氏から「環境負荷を軽減す

る舗装技術～環境に配慮した舗装技術に関するｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ～」と題して講演があり、続いて、

土木研究所の新技術講習として、①舗装材料やﾌﾟﾚｷｬｽﾄ版、ｼｰﾄ等により交通振動を軽減する

「振動軽減舗装」、②舗装表面へのｺﾞﾑ粒子の散布接着、粗面化及び撥水剤の塗布により凍結

を抑制する「新たな凍結抑制舗装」、③転がり抵抗の小さい路面ﾃｸｽﾁｬにより燃費を向上でき

る「低燃費舗装」、④紫外線劣化による舗装の表面ｸﾗｯｸを抑制する「ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ添加ｱｽﾌｧﾙﾄ

による長寿命化舗装」、⑤砕石ﾏｽﾁｯｸの耐久性と排水性舗装の路面機能を併せ持つ舗装である

「機能性 SMA」の 5件を、性能や細かな仕様なども含め紹介した。 

官民から多くの申込みがあり、定員一杯の 80名の参加者を得て熱心な聴講と活発な質疑が

行われ、ｾﾐﾅｰ後のｱﾝｹｰﾄでは、有意義であったとの回答が 95%以上と大変好評で、各技術の活

用意向についてもほとんどの技術について 80%を超える高い結果となった。 

特に、凍結抑制舗装については、関東地方の自治体参加者から明確な導入希望の意向が示

されたことから、共同開発者と連携し正式な採用に向けてﾌｫﾛｰしていくこととしている。 

 

  
中村氏による講演 新技術講習の状況 

写真-1.3.20 土研新技術ｾﾐﾅｰの様子 

 

 

 

 

7.2現場見学会 
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開発した技術を確実に現場等に普及させるためには、技術を利用することとなる技術者に

実際に適用されている現場を見てもらい、理解を深めてもらうことが極めて効果的であるこ

とから、適切な技術や現場等を検討し、適宜現場見学会を開催している。 

25年度は、10月 16日に札幌市で、平成 26年 2月 6日～7日に熊本市で「下水汚泥などの

ﾊﾞｲｵﾏｽ資源有効活用技術講習会」を開催し、その中で現場見学を実施した。講習会では、そ

れぞれ北海道と熊本県より、各地方自治体における下水ﾊﾞｲｵﾏｽ活用の取組み状況を紹介いた

だき、次に、土木研究所の研究内容や開発技術である「みずみち棒を用いた下水汚泥の重力

濃縮技術」、「ﾊﾞｲｵ天然ｶﾞｽ化装置」、「過給式流動燃焼ｼｽﾃﾑ」、「消化ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ」などについて紹

介した。 

特に、みずみち棒を用いた下水汚泥の重力濃縮技術は、北海道内 7 市町村及び熊本市など

全国の下水処理施設で採用されており、講習会では、実際に活用している地方自治体担当者

から稼働状況について紹介いただくなど、札幌、熊本両会場合わせて約 80名の官民の技術者

に土木研究所の開発技術を紹介できた。また、熊本市で開催した現場見学では、市内の下水

処理施設において、開発技術が実際に稼働している様子を見学することで、新技術の理解促

進に努めた。 

平成 26 年 3 月 14 日には、「ALiCC 工法現場見学会」をさいたま市で開催した。ALiCC 工法

（低改良率ｾﾒﾝﾄｺﾗﾑ工法）は、軟弱地盤上の盛土工事において、盛土荷重のｱｰﾁ効果を考慮す

ることで、軟弱地盤改良に用いるｾﾒﾝﾄ系改良体の改良率を低くできる設計法で、低改良率と

できることから従来と比較し、最大 7割程度の工期短縮と 3割程度以上のｺｽﾄ縮減が可能とな

る。関東地方整備局の技術職員を対象として開催し、約 15名の参加者に技術概要の説明を行

った後、実際の施工状況を見学しながら、従来の地盤改良に使用される機械を活用できるこ

となど本技術の効果や利点について説明した。今後、同整備局での活用促進も期待されると

ころである。 
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下水汚泥などのﾊﾞｲｵﾏｽ資源有効活用技術講習会 

技術講習の状況（熊本市） 
下水汚泥などのﾊﾞｲｵﾏｽ資源有効活用技術講習会 

現場見学の状況（熊本市） 

  
ALiCC工法現場見学会 

工法概要説明状況（さいたま市） 
ALiCC工法現場見学会 

現場見学の状況（さいたま市） 

写真-1.3.21 現場見学会の様子 

 

7.3地方整備局等との意見交換会 

土研新技術ｼｮｰｹｰｽの開催時をはじめ積極的に機会を設けて、各地方整備局等や地方自治体

の関係部署に対し、重点普及技術等の内容を説明し必要な情報提供を行うとともに、当該機

関が所管する現場等での採用に向けて、その可能性や問題、課題等について意見交換を行っ

ている。 

25年度は、土木研究所の業務全般について理解を深めてもらうため、研究開発等に関する

意見交換も内容に加え、さらに各地域の大学との連携を強化することにより共同研究の活性

化等を図るため、関係する大学の教官にも参加を呼びかけて、10月に北海道開発局、11月に

東北地方整備局、12 月に中部地方整備局、1 月に沖縄総合事務局・沖縄県、2 月に関東地方

整備局と意見交換会を実施した。研究開発等については共同研究に関する意見交換が、開発

技術については適用方法やｺｽﾄなどの疑問点、適用場所の提案・改善等に関する意見交換が行

われた。特に、開発技術については大学側の関心も高く、技術の問題点や改善点について活

発な意見が出され、有意義な意見交換が行われた。 
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東北地方整備局・大学との意見交換会 沖縄総合事務局・沖縄県・大学との意見交換会 

写真-1.3.22 地方整備局等との意見交換会の様子 

 

7.4技術講習会等の開催 

研究開発した新技術について公共工事等の現場で活用を図るため、関係機関に積極的に働

きかけを行い、随時、技術講習会を開催している。 

25年度は、表-1.3.19に示すとおり 6件の技術講習会等を開催した。特に、4月 11日に東

日本高速道路(株)東北支社秋田管理事務所で開催した技術講習会は大変好評で、先方の要望

により 12 月 19 日には、つくば中央研究所と寒地土木研究所の合同で東北支社全体を対象に

開催した。そこで紹介した技術は同支社のｲﾝﾄﾗに掲載され、その中で紹介した「ﾛｰﾀﾘ除雪車

対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置」は、同支社秋田管理事務所や近畿地方整備局において高い関

心が示された。 

また、12 月 17 日に関東地方整備局の常陸河川国道事務所で開催した講演会では、その際

の技術紹介を契機として、「ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ添加ｱｽﾌｧﾙﾄ」の技術が関東地方では初めて国道 50 号

の舗装工事に採用された。さらに、中部地方整備局の河川系技術職員を対象として開催した

「河川堤防の健全性評価に関する講習会」では、河川管理業務に役立つ実践的な内容のもの

であったことから参加者のほぼ全員が今後も講習会の開催を希望するなど評価が高かった。今

後も技術者にとって関心の高いﾃｰﾏの講習会を企画していきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

-162-



１（３）②ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開 

 

表-1.3.19 25年度の技術講習会等の開催状況 

開催場所 開催日 内 容 

東日本高速道路(株)東北支社

秋田管理事務所 

平成25年4月11日 ･冬期路面管理支援ｼｽﾃﾑ 

･凍結防止剤散布車散布情報収集･管理ｼｽﾃﾑ 

･ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

･落雪防止用格子ﾌｪﾝｽ 

･機能性 SMA 

･泥炭性軟弱地盤対策工ﾏﾆｭｱﾙ 

･表面含浸工法によるｺﾝｸﾘｰﾄの耐久性向上技術 

･超音波によるｺﾝｸﾘｰﾄの凍害劣化点検技術 

･緩衝型のﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵 

近畿地方整備局 平成25年11月1日 ･ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

･河川津波の遡上距離･遡上高の推定手法とその活

用方法 

･千代田実験水路における実物大破堤実験について 

北陸地方整備局 平成25年12月4日 ･緩衝型のﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵 

･ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

･表面含浸工法によるｺﾝｸﾘｰﾄの耐久性向上技術 

･改質ｾﾒﾝﾄによるｺﾝｸﾘｰﾄの高耐久化技術 

･超音波によるｺﾝｸﾘｰﾄの凍害劣化点検技術（表面走

査法） 

･北海道における不良土対策ﾏﾆｭｱﾙ 

･衝撃加速度試験装置による盛土の品質管理技術 

関東地方整備局 

常陸河川国道事務所 

平成25年12月17日 ･短繊維混合補強土工法 

･水性ｴﾎﾟｷｼ樹脂ｼﾞﾝｸﾘｯﾁﾍﾟｲﾝﾄを用いた防食塗装方

法 

･ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法（鋼橋等の塗膜除去技術） 

･ALiCC工法（低改良率軟弱地盤対策工法） 

･ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ添加ｱｽﾌｧﾙﾄ 

東日本高速道路(株)東北支社 平成25年12月19日 ･道路吹雪対策ﾏﾆｭｱﾙ 

･冬期路面管理支援ｼｽﾃﾑ 

･落雪防止用格子ﾌｪﾝｽ 

･凍結抑制舗装(粗面型ｺﾞﾑ粒子入り凍結抑制舗装) 

･砕石とｾﾒﾝﾄを用いた高強度･低ｺｽﾄ地盤改良技術 

･ﾄﾝﾈﾙの補修技術(NAV工法) 

･ALiCC工法（低改良率軟弱地盤対策工法） 

･ｺﾝｸﾘｰﾄの中性深さﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝｻ 

･橋梁地震被災度判定ｼｽﾃﾑ 

中部地方整備局 平成26年1月24日 ･河川堤防の浸透と液状化の被害と対策の実態 

･河川堤防の統合物理探査 

･統合物理探査の概論 

･統合物理探査の各論 

･ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ 
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東日本高速道路(株)東北支社秋田管理事務所での 

技術講習会 

東日本高速道路(株)東北支社秋田管理事務所管内 

軟弱地盤区間の現地調査状況 

  

  
東日本高速道路(株)東北支社での技術講習会 中部地方整備局での技術講習会 

写真-1.3.23 技術講習会の開催状況 

-164-



１（３）②ウ）国民向けの情報発信、国民との対話、戦略的普及活動の展開 

 

7.5技術展示会等への出展 

他機関が主催し各地で開催される技術展示会等についても、土木研究所の開発技術を広く

周知するための有効な手段の一つであることから、積極的に出展し普及に努めている。 

25年度は、表-1.3.20に示すとおり12件の展示会等に出展を行った。 

 
表-1.3.2025年度の技術展示会等の出展状況 

名称 開催日 開催地 出展技術 

EE東北‘13 

 

平成25年6月5日

～6日 

仙台市  ｺﾗﾑﾘﾝｸ工法（経済的に沈下と側方流動を抑制できる杭・壁

併用型地盤改良工法） 

 ALiCC工法（低改良率ｾﾒﾝﾄｺﾗﾑ工法） 

 既設ｱﾝｶｰ緊張力ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Aki-Mos） 

 ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術） 

 WEPｼｽﾃﾑ（気液溶解装置） 

 ﾄﾝﾈﾙ補修・補強技術（NAV工法、部分薄肉化PCL工法） 

 自然・交通条件を活用した道路ﾄﾝﾈﾙの新換気制御技術 

 緩衝型のﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ式防護柵 

 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法 

 排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置支援装置（自走型） 

 高盛土に対応した高機能型防雪柵 

 超音波によるｺﾝｸﾘｰﾄの凍害劣化点検技術（表面走査法） 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾃｸﾉﾌﾟﾗｻﾞ2013 平成25年7月9日

～11日 

名古屋

市 

 土木研究所によるPC橋の臨床研究 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の変位計（ずれｾﾝｻｰ） 

 ﾄﾝﾈﾙ補修工法（NAV工法） 

 ﾄﾝﾈﾙ補強工法（部分薄肉化PCL版を用いたﾄﾝﾈﾙ補強工法） 

ものづくりﾃｸﾉﾌｪｱ 平成25年7月24

日 

札幌市  ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

 排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置支援装置（自走型） 

 港湾構造物水中部劣化診断装置 

 簡易雪密度測定器 

ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ 2013 

 

平成25年8月7日 札幌市  理科の大実験!!5年生向け「流れる水のはたらき」と6年生

向け「土地のつくりと変化」 

技術士全国大会 平成25年10月4

日 

札幌市  泥炭性軟弱地盤対策工ﾏﾆｭｱﾙ 

 河川津波における遡上距離遡上高の推定手法 

 ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ防護柵 

 強酸性法面の中和緑化方法 

第22回ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰ

ﾄの発展に関するｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑ 

平成25年10月24

日～25日 

静岡市  ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物表層の品質評価技術 

 低炭素型ｾﾒﾝﾄ結合材の利用技術に関する研究 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の変位計（ずれｾﾝｻｰ） 

九州建設技術ﾌｫｰﾗﾑ

2013 

平成25年10月28

日～29日 

福岡市  既設ｱﾝｶｰ緊張力ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ（Aki-Mos） 

 FRP防食ﾊﾟﾈﾙ工法 

 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法 

 研究所の成果が反映された基準類等 

建設技術展2013近畿 平成25年10月30

日～31日 

大阪市  ALiCC工法（低改良率ｾﾒﾝﾄｺﾗﾑ工法） 

 ｲﾝﾊﾞｲﾛﾜﾝ工法（環境対応型の鋼構造物塗膜除去技術） 

 打込み式水位観測装置 

 WEPｼｽﾃﾑ（気液溶解装置） 

 鋼床版き裂の超音波探傷法・鋼床版Uﾘﾌﾞ内浸水検知法(仮

称) 

 下水汚泥の過給式流動燃焼ｼｽﾃﾑ 

 短繊維混合補強土工法 

 ﾀﾞﾑの変位計測技術 

 ｺﾗﾑﾘﾝｸ工法（経済的に沈下と側方流動を抑制できる杭・壁

併用型地盤改良工法） 
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 振動検知式土石流ｾﾝｻｰ 

 加熱式地下水検層法 

 みずみち棒を用いた汚泥の重力濃縮技術 

 河川堤防の統合物理探査 

 溶液供給機構を有する化学的環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝｻ 

 下水処理水の藻類増殖抑制及びｴｽﾄﾛｹﾞﾝ除去の手法 

 千代田実験水路における実物大破堤実験について 

 河川津波における遡上距離・遡上高の推定手法とその活用

方法 

 異常腐食した耐候性鋼材の補修手法の研究 

 ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

関東技術事務所建設

技術展示館 

平成25年11月1

日～平成27年10

月中旬 

（常設展示） 

松戸市  鋼床版き裂の非破壊調査技術 

 ﾄﾝﾈﾙ補修工法（NAV工法） 

第11回 環境研究ｼﾝ

ﾎﾟｼﾞｳﾑ 

平成25年11月13

日 

東京都  下水再生水のﾉﾛｳｲﾙｽ感染ﾘｽｸ評価 -農業利用を想定した

Case Study- 

 哺乳動物の行動予測および氾濫原の生態的機能に関する研

究 －河川生態系変動予測ﾓﾃﾞﾙへの取り組み－ 

 霞ヶ浦の沈水植物の再生手法について 

 水環境中における未規制化学物質の挙動と生態影響の解明 

 ﾀﾞﾑ湖を対象とした湖水中の金属類濃度低減技術の開発 

 河床表層の変化が魚類の空間利用に及ぼす影響 

 ﾊﾞｲｵﾃﾚﾒﾄﾘｰ手法を用いた魚類行動解析及び魚道機能の評価 

 豊平川における砂州地形とｼﾛｻﾞｹの産卵環境について 

寒地技術ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 平成25年11月20

日～22日 

札幌市  北海道における不良土対策ﾏﾆｭｱﾙ 

 泥炭性軟弱地盤対策工ﾏﾆｭｱﾙ 

 機能性SMA 

 落雪防止格子ﾌｪﾝｽ 

 冬期路面管理支援ｼｽﾃﾑ 

 冬期路面すべり抵抗ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

 道路の吹雪・雪崩対策に関する研究 

 ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

 雪堆積場の雪冷熱利用技術に関する研究 

 分かりやすい案内誘導と公共空間のﾃﾞｻﾞｲﾝに関する研究 

 郊外部の電線電柱類の景観対策における課題と効果的な対

策手法 

 北海道の道路ﾃﾞｻﾞｲﾝﾌﾞｯｸ(案)及び北海道における道路景観

ﾁｪｯｸﾘｽﾄ(案) 

ふゆﾄﾋﾟｱ2014in釧路 平成26年1月23

日～24日 

釧路市 

 

 連続繊維ﾒｯｼｭと短繊維混入吹付けｺﾝｸﾘｰﾄの組み合わせによ

る補修補強工法 

 落雪防止格子ﾌｪﾝｽ 

 冬期路面管理支援ｼｽﾃﾑ 

 冬期路面すべり抵抗ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

 気象変動の影響による雪氷環境の変化に関する研究 

 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる吹雪視界予測情報の提供 

 高盛土・広幅員に対応した新型防雪柵 

 地震による雪崩発生ﾘｽｸ評価技術に関する研究 

 景観・ｺｽﾄ・安全面で有効な「路側式の道路案内標識」の提

案 

 ﾛｰﾀﾘ除雪車対応型ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ式路面清掃装置 

 除雪機械ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの開発 

 冬期歩道の雪氷路面処理技術の開発 
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コラム 「2014ふゆﾄﾋﾟｱ・ﾌｪｱ in釧路」への参加・出展 

平成 26年１月 23日（木）、24日（金）の 2日間、「2014ふゆﾄﾋﾟｱ・ﾌｪｱ in釧路」が釧路市

で開催されました。このﾌｪｱは、地域のくらしに密着した様々な取組みや寒冷地独特の自然を

活かした冬期観光の活性化など、行政や地域住民、企業、NPO 等が一堂に会して情報発信や

意見交換を行うことにより、寒冷地の魅力あふれる地域づくりの実現に資することを目的と

して、東北、北陸で開催されている「ゆきみらい」と輪番で、3 年に一度、北海道内で開催

されているものです。寒地土木研究所からは、「ふゆﾄﾋﾟｱ展示会」において、研究成果を紹介

したﾊﾟﾈﾙや模型の展示、「除雪機械展示・実演会」において、研究ﾁｰﾑが開発した機械の展示

を行いました。 

ふゆﾄﾋﾟｱ展示会は、快適な冬の生活環境づくりの

ために必要な克雪・利雪技術などをﾌﾞｰｽ展示により

紹介し、積雪寒冷地の自然・生活文化などの魅力を

情報発信することを目的に、釧路市観光国際交流ｾﾝ

ﾀｰで開催され、今回、雪崩・地すべり研究ｾﾝﾀｰと寒

地土木研究所が出展を行いました。寒地土木研究所

からは 6 つの研究ﾁｰﾑが開発した技術や研究内容に

ついてのﾊﾟﾈﾙ展示を行うとともに、ｽﾏｰﾄｼｮｯﾄ工法に

関するｺﾝｸﾘｰﾄの模型や、落雪防止格子ﾌｪﾝｽの模型展

示、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる吹雪視界予測情報の提供について

の PC ﾓﾆﾀｰ画面上での説明を行いました（写真-1）。 

除雪機械展示・実演会は、釧路港耐震旅客船岸壁

で開催され、除雪機械ﾒｰｶｰや寒地土木研究所の 8 団

体が参加しました。ここでは国内各ﾒｰｶｰや関係機関

により研究・技術開発された除雪技術や除雪機械を

紹介するとともに、安全で安心な雪国の地域づくり

に欠かせない除雪機械を身近に感じてもらうことを

目的に、最新の除雪技術・除雪機械の展示や、実際

の雪山を用いての実演会が行われました。除雪機械

の展示・実演会では、路面のすべり抵抗値を連続的に測定する「連続路面すべり抵抗値測定

装置」、冬期歩道の雪氷路面を破砕処理する「氷板・圧雪路面処理装置」やそのﾃﾞﾓ動画、雪

氷関連の研究開発技術のﾊﾟﾈﾙを展示しました（写真-2）。 

これらの展示会では、一般の方も含め、雪氷対策や技術開発に携わっている民間や行政の

方など多くの方が一堂に会することで、積雪寒冷地で暮らす上で必要となる様々な技術や知

恵などを情報交換することができたと考えています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 ふゆﾄﾋﾟｱ展示会における 

寒地土木研究所の展示 

写真-2 氷板・圧雪路面処理装置展示状況 
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